
平成18年度食料自給率
をめぐる事情

平成１９年８月
農林水産省
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昭和40年以降の食料自給率の推移
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基本計画における食料自給率は、整数で示されて
おり、少数点以下の数値は、あくまでも参考としての
数値である。
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カロリーベースと生産額ベースの総合食料自給率（平成18年度）
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【平成18年度】

（生産額ベース総合食料自給率 68％）

品目別生産額自給率 [％]
品目別供給熱量自給率 [％]

【平成18年度】

（供給熱量総合食料自給率 39％）

供給熱量割合 [％] 消費仕向額割合 [％]
総供給熱量 2,548kcal / 人・日

［国産熱量 996kcal / 人・日］

315kcal
[ 74kcal]

205kcal
[ 66kcal]

320kcal
[ 42kcal]

65kcal [23kcal]

79kcal [20kcal]

76kcal [58kcal]

130kcal [77kcal]

394kcal
[ 63kcal]

596kcal
[561kcal]

368kcal
[ 13kcal]

3,387億円 [1,958億円]
2,360億円 [  258億円]
3,959億円 [1,750億円]

3兆8,613億円
[2兆2,950億円]

2兆 418億円
[2兆 396億円]

2兆7,112億円
[1兆3,915億円]

1兆2,017億円
[   9,227億円]

1兆1,743億円
[   8,370億円]

2兆8,354億円
[2兆2,547億円]

639億円 [  310億円]

国内消費仕向額合計 14兆8,601億円

［国内生産額合計 10兆1,681億円］

51％

３３３

輸入部分

自給部分

輸入飼料による生
産部分



供給熱量の構成の推移
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平成18年度食料自給率低下の主な要因

○砂糖の生産量の減少
（89万トン(H17) → 82万トン(H18)）

○いも類・でんぷんの生産量の減少
（（いも類）381万トン(H17) → 363万トン(H18)）

○みかんの生産量の減少
（113万トン (H17) → 84万トン (H18)）

○米の消費量の減少
（61.4kg (H17) → 61.0kg (H18)）

29%

自給率への影響度合
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16%

10%

10%

（果実全体では16%）



食料自給率を押し上げる方向に働いた要因

○輸出の増加
（魚介類566万ﾄﾝ (H17) →721万ﾄﾝ (H18）など）

○油脂消費量の減少
（14.6kg (H17) → 14.5kg (H18)）

0.1ポイント強、

押し上げる効果

自給率への寄与

６６６

僅かながら引き
上げる方向に働
いた



食料自給率向上に向けた今後の取組

９月２０日 食料自給率向上協議会（小泉武夫会長）

７月１７日～ 食料の未来を描く戦略会議（生源寺眞一座長）

［有識者１０名により構成］

７７７

１～２カ月に１度開催。年度内を目途にとりまとめ。

既存の自給率向上施策の徹底的な洗い直し、再構築

自給率に影響の大きい品目（米、飼料作物、油脂類、野菜）への施策の重
点化（２０年度予算も視野）

農業団体、消費者団体、食品産業事業者等の関係者間で取組を共有化し、
連携強化

食料問題に関する認識を国民全体で共有

８月１０日 省内関係部長・審議官会議（総合食料局長主催）



食料自給率向上のための消費面での対応のポイント

昭和55年度

P(たんぱく質)
13.0％

F(脂質)
25.5％

平成18年度

P（たんぱく質）
12.9％

C（炭水化物）
58.0％ F（脂質）

29.1％

C(炭水化物)
61.5％

【望ましいＰＦＣバランス】 【望ましいＰＦＣバランスに戻す必要】

８８８

米の消費
拡大

油脂摂取
の抑制



経営感覚に優れた担い手の育成・確保
（平成19年度より品目横断的経営安定対策の導入）

○消費者や食品産業の需要に的確に対応した
農産物の安定供給

食料自給率向上のための生産面での対応のポイント

○農産物の生産コストの低減や品質の向上

９９９

食
料
自
給
率
の
向
上

国産飼料の生産増大による飼料自給率の向上



農林水産物輸出促進の取組

101010

○輸出額の最近の推移と目標

輸出拡大目標 ２５年に１兆円

２１年に６０００億円

輸出拡大目標

億円

3,000

6,000

10,000
25年に １兆円

21年に 6,000億円

平成16年 17年 18年 21年 25年

3,310億円
3,739億円

2,954億円


